
- 21 -

７ 低所得者対策（利用者負担・保険料軽減策）

（１）小平市介護保険サービス提供事業者による生計困難者に対する利用者負担軽減事業（国・都制度）

  施 行 期 日：平成 14年 1月 1日

  対象サービス：

○社会福祉法人等による ＝ 訪問介護、通所介護、短期入所生活介護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護

                        小規模多機能型居宅介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護福祉施設サービス

○介護保険サービス提供事業者等による ＝ 訪問介護、通所介護、短期入所生活介護、訪問入浴介護、訪問看護、

  訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション、短期入所療養介護、

夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護

                                          ※介護予防サービスを含む

  対 象 者：①市民税世帯非課税者、②世帯の年間収入が基準収入額以下、③世帯の預貯金額が基準預貯金額以下、④生活保

護未受給者、⑤介護保険料未滞納 のすべてに該当する方。

  助 成 額：利用者負担額及び食費・居住費の 25％（利用者負担第１段階は 50％）

  軽 減 割 合：軽減額の 2 分の 1は事業者負担、残りの 2分の 1を国・都・市で負担

国・都・市の負担割合:

①社会福祉法人等による場合 原則 国：2 分の 1、都：4 分の 1、市：4 分の 1
②介護保険サービス提供事業者等による場合 都：2 分の 1、市：2 分の 1

軽減のしくみ:①軽減対象者が市に「利用者負担額軽減確認書」の交付を申請。②市は審査の上、利用料軽減対象者に「利用者

負担額軽減確認書」を交付する。③対象者は事業者に「利用者負担額軽減確認書」を提示しサービスを利用する。

③事業者は負担割合に応じ軽減対象者の自己負担額を減額する。④市に対し軽減状況の報告及び交付金の申請をす

る。

＜実  績＞

平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21 年度 平成 22年度

助成対象事業者数 13事業者 17事業者 19事業者 17事業者  21事業者

補 助 額 579,892円 692,770円 530,849円 548,634円 668,102円

認定証交付者数 25人 30人 26人 25人 26 人
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（２）小平市生計困難者に対する介護保険料減免事業（市単独事業）

  施 行 期 日：平成 15年 4月 1日

  対 象 者：①市民税世帯非課税者、②世帯の年間収入が基準収入額以下、③世帯の預貯金額が基準預貯金額以下、④そのほ

か市で定める基準に該当する場合。

  減   免 額：減免割合は、所得第 1段階で 2分の 1、所得第 3段階で 3分の 1

（３）通所介護等利用者助成事業(市単独事業)

    施 行 期 日：平成 19年 7月 1日

    対 象 者：利用者負担第１～３段階（市民税非課税世帯）で介護保険法に規定する、下記の対象サービスを利用している方

    対象サービス：①通所介護②通所リハビリテーション③認知症対応型通所介護④介護予防通所介護⑤介護予防通所リハビリテーショ

ン⑥介護予防認知症対応型通所介護

    助 成 額：１食当たり 100 円

＜実  績＞

平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度

助成対象者数 519人 557人 594人 666人

助 成 額 1,871,800円 4,203,900円 4,427,000円 5,089,000円

＜実  績＞

平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度

減 免 額 148,800円 189,500円 199,800円 166,300円 256,100円

減免人数 17人 18人 20人 20人 29人
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８ 地域支援事業

（１）介護予防事業

① 特定高齢者把握事業

要介護認定者・要支援認定者を除く６５歳以上の高齢者の中から生活機能の低下がみられる高齢者に、生活機能評価を受診し

てもらい、その結果をもとに、介護予防事業の対象となる特定高齢者の把握を行った。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

特定高齢者数 １６人 ８４２人 １,０２２人 １,２４６人 １，２０４人

② 通所型介護予防事業

特定高齢者に対して介護予防教室（運動機能の向上、栄養改善、口腔機能の向上）を開催することにより、要介護・要支援状態

になることを予防し、いつまでも自立した生活が送れるように支援を行った。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

実施コース数 ４コース １９コース ４８コース ５７コース ５８コース

実施延回数 ４８回 ２２８回 ５６０回 ６４４回 ６２６回

参加延人数 １７６人 ２９９人 １,７７９人 ２,４７２人 ３，１２２人

③ 訪問型介護予防事業

特定高齢者であって、心身の状況等により通所形態による事業への参加が困難な者を対象に、保健師等がその者の居宅を訪問

して必要な相談、指導等を実施することにより、自立した生活が送れるように支援を行った。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

訪問実人数 － １人 ２人 ３人 １人

訪問延回数 － ３回 １２回 １９回 ９回

④ 介護予防普及啓発事業

    一般高齢者を対象として、介護予防の普及啓発に資する講座や介護予防教室（運動機能の向上、栄養改善、口腔機能の向上）

等を開催することにより、自立した生活を継続できるよう支援を行った。
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ア 介護予防教室

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

実施コース数 １８コース ４３コース ５３コース ５７コース ５７コース

実施延回数 １８０回 ４９９回 ６３８回 ６３９回 ６０９回

参加延人数 １,４２８人 ３,１８２人 ２,４５８人 ２,０８９人 １，６８７人

イ 介護予防講座

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

実施回数 ― ５回 ５回 ７回 ７回

参加人数 ― １４２人 ６４人 １３０人 ９７人

⑤ 認知症予防事業

    一般高齢者を対象として、認知症予防の普及啓発に資する教室等を開催した。

ア 認知症予防教室

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

実施回数 ― ８回 ９回 １８回 １８回
入門編

参加人数 ― ８６人 ７１人 １０３人 ８４人

実施回数 ― １７回 １０回 ２０回 １５回
実践編

参加人数 ― １３人 １７人 ２０人 １５人

   

イ 認知症予防講座

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

実施回数 ― １回 ２回 ― ６回

参加人数 ― ２９人 ２８人 ― ４６人

ウ 認知症予防講演会

平成２２年度

実施回数 １回

参加人数 ６５人
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（２）包括的支援事業・任意事業

① 包括的支援事業

  市内４圏域に設置された地域包括支援センターにおいて、保健師、社会福祉士、主任ケアマネジャーが中心となり、高齢者の

生活を総合的に支える様々な支援を行うことを目的とし、介護予防プランの作成や相談等を行った。

ア 相談件数

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

けやきの郷 １，８６４件 ２，３４５件 ３，５１８件 ３，４０２件 ２，７６８件

小川ホーム ２，２９９件 １，８９８件 ４，７２２件 ６，４１９件 ５，２４０件

多摩済生

ケアセンター
２，５１８件 ４，３９７件 ５，７８６件 ５，５００件 ６，１６４件

小平健成苑 １，８８５件 １，５１０件 ３，７９４件 ４，３５５件 ５，７３３件

合 計 ８，５６６件 １０，１５０件 １７，８２０件 １９，６７６件 １９，９０５件

イ 介護予防プラン取扱件数                         （各年度末現在）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

けやきの郷 １２３件 １３６件 １３８件 １７１件 １７６件

小川ホーム ２０１件 ２１４件 ２２２件 ２６２件 ２７９件

多摩済生

ケアセンター
２１８件 ２２６件 ２３０件 ２３２件 ２３６件

小平健成苑 １６３件 １５６件 １４７件 １５７件 １９４件

合 計 ７０５件 ７３２件 ７３７件 ８２２件 ８８５件
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② 介護相談員派遣等事業

介護保険制度において、サービス利用者の一層の保護と利用者の声を掘り起こし、不満や疑問に対応し、改善の途を探るとと

もに介護サービスの質の向上を目的として、平成１３年度に事業を開始した｡

月１回介護相談調整会議を開催し、利用者の相談・苦情への対応を行った｡

訪問施設数     計６施設

・介護老人福祉施設 ５か所

・介護老人保健施設 １か所

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

訪問延回数 １１５回 １２６回 １４２回 １３８回 １４１回

面談延人数 ９５６人 １，２６０人 １，５７１人 １，５９５人 １，５７８人

相談・苦情件数 １７件 ９件 ２７件 ２９件 ２３件

③ 介護給付適正化事業

ア 給付費通知

介護保険サービスの適正な給付を図ることを目的に、利用者が介護保険サービス利用状況を確認できるよう、利用者に対

し利用内容及び金額の通知を行った。平成１８年度は２回実施した。平成２１年度から居宅サービスに加えて、施設サービス

利用者にも通知した。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

市 内 ５，００７件 ２，４６８件 ２，６３７件 ３，３９５件 ３，６５０件

市 外 ２３６件 １３２件 １７１件 ４６０件 ５４２件

合 計 ５，２４３件 ２，６００件 ２，８０８件 ３，８５５件 ４，１９２件

イ 住宅改修訪問調査

市が調査を委託した理学療法士、建築士等が介護保険の住宅改修の申請をした利用者宅を訪問し、利用者等や介護支援専門

員、施工業者等の立会いのもと、家屋状況、高齢者の身体状況等を調査し、適正な工事であることを確認した。

平成２１年度 平成２２年度

調査件数 ４件 ６件
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④ ケアプラン指導研修事業

小平市における保健・医療・福祉の専門家等と職員からなる指導チーム（ケアプラン指導員１人・市職員３人）が、介護サー

ビス事業者等を対象として、具体的なケアプラン事例調査及び指導並びにケアプラン作成技術向上のための支援及び講演会を開

催し、ケアプラン及び介護サービスの質的な向上を図った。

  

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

実施回数 ２６回 ２０回 ２５回 ２２回 ２３回

参加延事業所数 １２６事業所 １０２事業所 ８７事業所 １６０事業所 １４９事業所

参加延人数 ２４２人 ２２５人 １３９人 １９９人 １７４人

⑤ 居宅介護支援事業者等助成事業

円滑なサービス利用の促進を図ることを目的に、居宅介護支援事業者等に対し、住宅改修の利用援助の実施について助成を

行った。

  

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

助成件数 １９件 ５３件 ６２件 ７７件 ６６件

助成総額 ３８，０００円 １０６，０００円 １２４，０００円 １５４，０００円 １３２，０００円

⑥ 家族介護教室

高齢者を介護している家族等を対象に、介護方法や介護予防の知識、技術を習得してもらうことを目的に、教室を開催した。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

実施回数 ５回 ５回 ８回 １２回 １２回

参加人数 １１５人 １５４人 １３８人 ２１２人 ２４７人

⑦ 徘徊高齢者家族支援事業

徘徊高齢者の早期発見及び安全の確保を図るとともに、介護者の精神的・経済的負担の軽減を図ることを目的とし、位置探

知システム機器の利用に要する費用助成を行った。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

助成件数 ７件 ３件 ２件 ３件 ９件



- 28 -

平成２２年度

介 護 保 険 事 業 の 概 要

平成２３年９月

編集・発行 小平市健康福祉部介護福祉課

〒１８７－８７０１

小平市小川町２丁目１３３３番地

小平市健康福祉事務センター

電話番号  ０４２－３４６－９８２３

電子ﾒーﾙ  kaigo-fks@city.kodaira.lg.jp

       ￥１７０

この印刷物は再生紙を使用しています。


